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（趣旨） 

第１条 知事は、茶業の振興を図るため、茶生産農家等（以下「補助事業者」という。）に

対し、予算の範囲内において補助金を交付することとし、その補助金については、佐賀県

補助金等交付規則（昭和 53年佐賀県規則第 13号。以下「規則」という。）及びこの要綱

に定めるところによる。 

 

（交付の対象経費及び補助率等） 

第２条 補助金の交付の対象経費及びこれに対する補助率等は、別表１のとおりとする。 

２ 補助事業者は、自己又は組織の構成員等が、次のいずれにも該当する者であってはなら

ない。 

（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２） 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定

する暴力団員をいう。以下同じ。 

（３） 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

（４） 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目

的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者 

（５） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又

は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

（６） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（７） 暴力団又は暴力団員であることを知りながら、これらを利用している者 

３ 補助事業者は、前項の（２）から（７）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与し

ている法人その他の団体又は個人であってはならない。 

 

（補助金の交付申請） 

第３条 規則第３条第１項に規定する補助金交付申請書は、様式第１号のとおりとする。 

２ 補助事業者は、補助金交付申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係

る消費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、

消費税法（昭和 63年法律第 108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる

部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25年法律第 226号）に規定する地方消費税率を

乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、か

つ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申

請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかでない部分について

は、この限りではない。 



３ 前項の補助金交付申請書の提出期限は、別に定める日とし、その提出部数は１部とす

る。 

 規則第４条第３項に規定する補助金の交付の申請が到達してから当該申請に係る補助金 

の交付の決定をするまでに通常要すべき標準的な期間は、30日とする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第４条 規則第５条の規定により補助金の交付に付する条件は、次の各号に掲げるとおりと

する。 

（１） 規則及びこの要綱の規定に従うこと。 

（２） 補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容を変更する場合においては、知

事の承認を受けること。ただし、別表１の重要な変更の欄に掲げる変更以外の変更

については、この限りでない。 

（３） 茶産地強化緊急対策については、令和８年度に開催予定の全国お茶まつりに向け

て、本事業の緊急性を考慮し、交付決定前に着手した場合にあっても、その契約が

被災日以降のものに限り補助の対象とする。 

（４） 補助事業を行うため契約を締結する場合は、佐賀県ローカル発注促進要領（平成

24年 10月９日付）のとおり県内企業と契約するように努め、原則として入札や２

者以上による見積合わせを実施して業者を決定すること。なお、単一業者との随意

契約については、次に掲げる場合とし、その理由を契約関係の書類に添付しておく

こと。 

（５） 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受けること。 

（６） 補助事業が予定の期間に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

においては、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

（７） 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を整備し、事業完

了後５年間保管すること。 

２ 前項第２号の規定により、知事に変更の承認を受けようとする場合の変更承認申請書

は、様式第２号のとおりとする。 

 

（実績報告） 

第５条 規則第 12条第１項前段に規定する実績報告書は、様式第３号のとおりとする。 

２ 第３条第２項ただし書により交付の申請をした補助事業者は、前項の実績報告書を提出

するに当たっては、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場

合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。 

３ 第３条第２項ただし書により交付の申請をした補助事業者は、第１項の実績報告書を提

出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る仕入れに係る消

費税等相当額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額した場合は、その金

額が減じた額を上回る部分の金額）を様式第６号により速やかに知事に報告するととも

に、知事の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

４ 第１項の実績報告書の提出期限は、補助事業の完了の日から起算して１ヶ月を経過した

日又は補助金の交付の決定のあった年度の３月 31日（第６条第１項の規定により補助金

の全額を概算払で交付された場合は、翌年度の４月 30日）のいずれか早い日とし、その

提出部数は１部とする。 



 

（補助金の交付） 

第６条 この補助金は、概算払で交付することができるものとする。 

２ 規則第 15条第 1項に規定する補助金交付請求書は、様式第４号又は第５号のとおりと

する。 

 

（事業実施状況の報告） 

第７条 補助事業者は、事業を実施した年度の翌年度から３年間、毎年度、事業実施状況に

ついて、様式第７号により６月 30日までに知事に報告するものとする。 

 

（財産処分の制限） 

第８条 規則第22条ただし書きの規定による財産の処分を制限する期間は「減価償却資産の

耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）」に定める耐用年数とする。 

２ 規則第22条第２号に規定する財産は、１件当たりの取得金額が10万円以上の財産とす

る。 

３ 規則第22条第３号に規定する財産は、この要綱に規定する園芸農業において政策的に特

に必要な資材等とする。 

 

（書類の経由） 

第９条 規則又はこの要綱に基づいて提出する書類は、事業実施主体の代表者が居住する市

町所及び轄農林事務所地域農業振興センターを経由しなければならない。 

 

（個人情報の取扱い） 

第10条 本事業により得られた氏名、住所等の個人情報については、本事業のためにのみ使

用し、それ以外の目的には使用しないものとする。 

なお、県における個人情報の取扱いについては、佐賀県個人情報保護方針で定めるとお

りとする。 

 

附 則 この要綱は、令和５年３月 23日から施行する。 

附 則 この要綱は、令和６年３月 29日から施行し、令和６年度から適用する。 

附 則 この要綱は、令和７年３月 17日から施行し、令和７年度から適用する。 

附 則 この要綱は、令和７年５月 19日から施行し、令和７年度から適用する。 

 



別表１（第２条第１項関係） 

区分 対象経費 補助事業者 採択要件 補助率等 重要な変更 

茶生産

力強化

対策 

①中切り更

新園への石

灰窒素材の

施用 

石灰窒素材若しくは、以下の成分を保証及

び含有する化成肥料を中切り後の茶園に施

用するのに要する経費 

【保証成分】窒素全量 15%、く溶性リン酸

1.0%、 

く溶性苦土 2.0% 

【含有成分】アルカリ分 38～42% 

茶生産者が組織する団体。ただし、

次の要件を満たすこと。 

・県内に居住する５戸以上の茶生産

者を含むこと 

・代表者の定めがあること 

・組織及び運営についての規約の定

めがあること 

1 10a 以上の茶園において、中切り更新

を行うこと。 

2 過去に同様の事業による助成を受けて

いる圃場を除くこと。また、事業実施

年度に他事業による助成を受けていな

いこと。 

 

4,500 円/10a（定額）。 

ただし、1補助事業者当たり

の補助金上限額を 45 千円とす

る。 

 

1 補助金額の増減 

 

2 事業内容の追加

又は廃止 

 

3 補助事業の中止 

 

4 補助事業者の変

更 
②新改植時

のセル苗導

入 

セル苗を活用した茶樹の新植・改植により

早期成園化を図るために要する経費 

1 10a 以上の茶園において、セル苗を用

いた新植・改植を行うこと。 

 

１/2 以内 

ただし、1補助事業者当たり

の補助金上限額を 1,000 千円

とする。 

③高品質茶

生産に係る

有機質等肥

料の施用等 

高品質茶生産のための有機質等肥料の施用

に要する経費及び品評会等への出品等経費 

ただし、品評会等への出品経費は、日本茶

アワード等のコンペティションに出品に要

する経費とする 

1 10a 以上の茶園において、有機質等肥

料の施用による高品質茶生産を行うこ

と。 

2 １で有機質等肥料を施用した茶園につ

いては、品評会等への出品を行うこ

と。ただし災害が発生し出品が困難な

場合を除く。 

3 事業実施年度に他事業による助成を受

けていないこと。 

1/2以内。 

ただし、有機質等肥料の施用

については補助金上限額を

10a当たり 32.5 千円、１戸あ

たり補助上限を 75.0 千円とす

る。また、品評会等への出品

等経費については、1 出品あ

たり 12 千円を上限とする。 

茶加工 

体制強

化対策 

④生葉の流

動化による

効率的な荒

茶加工 

複数の茶工場が連携し、効率的な荒茶加工

を行うために生葉を集約するモデル茶工場

の設置に要する経費 

ただし、補助金額については、新たに加工

受け入れを行った生葉が茶期ごとに摘採さ

れた延べ面積に補助単価を乗じた金額とす

る。 

 

茶生産者及び自ら茶加工を行う法人

等が組織する団体。ただし、次の要

件を満たすこと。 

・県内に居住する２戸以上の茶生産

者を含むこと 

・代表者の定めがあること 

・組織及び運営についての規約の定

めがあること 

1 県内の茶生産者等が所有する２箇所以

上の茶工場間において、荒茶加工の集

約を図ること。また、取組を３年間以

上継続する意向があること。 

2 1ha 以上の茶園において摘採した生葉

の加工を集約すること。 

3 加工委託及び受入れを行うそれぞれの

茶生産者等を含めた検討会を実施し、

生産体制や栽培方法等について話合い

を実施すること。 

1 年目 20 千円/10a（定額）。 

2 年目 10 千円/10a（定額）。 

ただし、1補助事業者当たり

の補助金上限額を 1 年目は

１,000千円、２年目は 500千

円とする。 

⑤効率的な

荒茶加工に

よる生葉摘

採面積拡大 

効率的な荒茶加工により、茶生産者等が摘

採面積を拡大し、荒茶生産量の増加を図る

のに要する経費 

ただし、補助金額については、拡大した茶

期ごとの延べ摘採面積に補助単価を乗じた

金額とする。 

1 区分④の取組を実施すること。 

2 10a 以上の茶園において摘採面積の拡

大を行うこと。 

3 過去２年間に摘採を行っていない茶園

において、（茶期ごとに区分し）摘採

を再開し、荒茶生産量の増加を図るこ

と。 

14 千円/10a（定額）。 

ただし、1補助事業者当たり

の補助金上限額を 700千円と

する。 

⑥輸出茶専

用工場設置

支援 

輸出対応防除暦に基づいて生産された生葉

を集約し、荒茶加工を行う専用工場の設置

にかかる経費 

ただし、補助金額については、加工受け入

れを行った生葉が茶期ごとに摘採された延

べ面積に補助単価を乗じた金額とする。 

1 区分④の取組を実施すること。 

2 輸出対応防除暦又は有機栽培により生

産された茶を集約して荒茶加工する茶

工場を設置すること。 

3 茶期ごとに輸出向け又は有機栽培茶の

専用工場として稼働させること。 

8 千円/10a（定額）。 

ただし、1補助事業者当たり

の補助金上限額を 400千円と

する。 



茶産地

強化緊

急対策 

⑦ 凍霜害の

影響緩和支

援 

凍霜害からの被害軽減を図るために実施し

た枝条のせん除に要する経費 

ただし、補助金額については、令和７年４

月１日以降に実施した枝条せん延べ面積に

補助単価を乗じた金額とする。 

原則として、茶生産者及び自ら茶加

工を行う法人等が組織する団体。た

だし、次の要件を満たすこと。 

1 県内に居住する２戸以上の茶生産

者を含むこと 

2 代表者の定めがあること 

3 組織及び運営についての規約の定

めがあること 

4 令和７年４～５月の一番茶の生産

数量が、前年又は過去３年間の同時

期平均のいずれかと比較して２割以

上減少している者であること。 

5 収入保険に加入している者又は今

後の加入に向けて具体的な検討を行

っている者であること。 

 

ただし、4及び 5の要件を満たし、 

同一市町で２戸以上の茶生産者を含

む団体を組織できない等の場合を除

く 

1 取組を実施する茶園は、幼木園を除き

前年度の生産実績があること。 

2 当該茶園を３年間以上継続して管理す

る意向があること。 

 

6 千円/10a（定額） 

ただし、補助単価は受益者ご

とに合計した茶園面積から 1a

単位で算定し、1a 未満の単数

があった場合はこれを切り捨

てる。 

 

 

⑧ 枝条再生

強化支援 

凍霜害からの樹勢の回復や病害の発生防止

を行うために必要となる生産資材（葉面散

布剤、殺菌剤、殺虫剤及び肥料）の購入に

要する経費。 

ただし、令和７年 4月 1 日以降に購入した

生産資材に限る。 

1 区分⑦の取組みを実施すること。 

 

1/2以内 

ただし、補助単価の上限は

10aあたり 14千円とし、補助

金額は、受益者ごとに合計し

た金額から千円未満を切り捨

てた額とする。 

 

【共通】 

1 別表２に定める成果目標を設定し、達成の見込みがあること。 

2 補助事業者の受益者全てが、さが園芸 888 運動に係る推進支部計画の策定及び産地計画（園芸産地 888 計画）の見直しについて（令和５年２月 27 日付け園農第 2521 号佐賀県農

林水産部長通知）に定めるさが園芸農業振興産地計画の農家構造調査表に位置付けられていること、または策定をしていること。 

3 補助事業者の受益者全てが参考様式１号の「環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート（農業経営体向け）」に記載の取り組みを行い、計画申請時及び事業実施状況

報告時（目標年度の翌年度の６月末まで）に提出すること。 

4 目標年度は事業実施年度から３年後とする。 

5 ①、④、⑤、⑥、⑦及び⑧における事業対象面積は、1a単位とし、小数点以下切り捨てとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表２ 

 

  

区 分 
成果目標を選択可能なメニュー 

（別表１の区分による） 
内 容 

(A) 10a当たりの単収増加 ①中切り更新園への石灰窒素材の施用 

④生葉の流動化による効率的な荒茶加工 

⑤効率的な荒茶加工による生葉摘採面積拡大 

⑦凍霜害の影響緩和支援 

⑧枝条再生強化支援 

補助事業者全体の目標年度の生葉収量が事業実施前年度から

３割以上増加 

ただし、⑦及び⑧については、補助事業者全体の目標年度の

生葉収量が事業実施前年度を上回ることを成果目標とする 

(B) 荒茶販売単価の向上 ①中切り更新園への石灰窒素材の施用 

③高品質茶生産に係る有機質等肥料の施用等 

⑦凍霜害の影響緩和支援 

⑧枝条再生強化支援 

補助事業者全体の目標年度の荒茶販売単価が事業実施前年度

から５％以上増加 

ただし、⑦及び⑧については、補助事業者全体の目標年度の

荒茶販売単価が事業実施前年度を上回ることを成果目標とす

る 

(C) 荒茶 1㎏当たりの加

工コスト低減 

④生葉の流動化による効率的な荒茶加工 

⑤効率的な荒茶加工による生葉摘採面積拡大 

補助事業者全体の目標年度の荒茶加工コストが事業実施前年

度から３％以上低減 

※荒茶加工コストには原材料費及び減価償却費を除く 

(D) 輸出対応荒茶の生産

拡大 

⑥輸出茶専用工場設置支援 補助事業者全体の目標年度の輸出対応荒茶生産量が事業実施

前年度から 10％以上増加又は１トン以上増加 

(E) 栽培面積の拡大 ②新改植時のセル苗導入 補助事業者全体の目標年度の茶栽培面積が事業実施前年度か

ら５％以上又は 10アール以上増加 

(F) 主要品種率の低減 

 

②新改植時のセル苗導入 補助事業者全体の目標年度の主要品種率が事業実施前年度か

ら５％以上低減 

※主要品種率は「やぶきた」栽培面積を茶栽培面積全体で

除し 100を乗じた数とする。 



 

 

様式第１号 

                           番       号  

令和 年 月  日  

 

 

  佐賀県知事 様 

 

 

申請者住所  

  団体名  

代表者氏名  

 

 

令和  年度茶生産販売対策強化事業費補助金交付申請書 

 

令和    年度において、標記事業を実施したいので、茶生産販売対策強化事業費補助

金交付要綱第３条第１項の規定により、補助金              円を交付されるよう関

係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

 １ 事業計画書（別紙１） 

 ２ 誓約書（別紙２） 



 

 

様式第１号（別紙２） 

誓 約 書 
 
私は、下記の事項について誓約します。 

なお、県が必要な場合には、佐賀県警察本部に照会することについて承諾します。 

また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用すること

に同意します。 
 

記 
 
１ 自己又は団体の構成員が、次のいずれにも該当する者ではありません。 

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員

をいう。以下同じ。） 

（３）暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

（４）自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴

力団又は暴力団員を利用している者 

（５）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は積極的に暴

力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

（６）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（７）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 
 
２ １の（２）から（７）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又

は個人ではありません。 
 

令和  年  月  日 

佐賀県知事 様 
 
   〔事務所所在地 〕 
 

住 所                            
 
   〔団体名、代表者の役職、氏名及び代表者の生年月日 〕 
 

団体名                            
 

役職                         
 

（ふりがな）  

代表者氏名                 
 

生年月日（昭和・平成）  年  月  日 

 

 注 １ 氏名欄は、本人が自署すること。ただし、申請者が法人の場合は、本申請に係る責任者の

氏名の自署を付記し、法人代表者の氏名を記名とすることができる。 

２ 申請者が法人の場合にあっては、担当部署の責任者及び担当者の所属部署、役職、氏名及

び連絡先を確認することができる書面を添付すること。ただし、他の方法により申請の確認

を行うことができる場合は、この限りでない。 

 県では、行政事務全般から暴力団等を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願い

しています。なお、内容確認のために佐賀県警察本部へ照会を行う場合があります。 

この様式に記載された個人情報は、茶生産販売対策強化事業に関する事務の目的を達成するため

及び誓約事項の確認のために使用します。また、確認情報は、申請者が県と行う他の契約等におけ

る身分確認に利用する場合があります。 



 

 

様式第２号 

                          番       号  

令和 年 月  日  

 

 

  佐賀県知事  様 

 

 

申請者住所  

  団体名  

代表者氏名  

 

 

令和  年度茶生産販売対策強化事業費補助金変更承認申請書 

 

   令和  年  月  日付け  第  号により補助金交付決定の通知があった茶生

産販売対策強化事業費補助金について、下記により事業の内容及び経費の配分を変更し

〔金      円の追加交付（減額承認）を受け〕たいので、佐賀県補助金等交付規

則及び茶生産販売対策強化事業費補助金交付要綱の規定により関係書類を添えて申請し

ます。 

 

記 

 

１ 変更の理由 

  

 

２ 変更の内容（様式第１号別紙１のとおり） 

 

（注）１ 金額の変更のない変更申請の様式は、［  ］分を消去すること。 

   ２ 変更の内容が分かるように、様式第１号別紙１の変更部分を二段書きとし、変

更前を括弧書きで上段に、変更後を下段に記載すること。 

３ 添付書類については、変更があったものに限り添付すること。 



 

 

様式第３号 

                           番       号  

令和 年 月  日  

 

 

  佐賀県知事 様 

 

 

申請者住所  

  団体名  

代表者氏名  

 

 

令和  年度茶生産販売対策強化事業費補助金実績報告書 

 

令和  年  月  日付け  第  号で補助金交付決定の通知があった茶生産販売

対策強化事業費補助金について、標記事業を実施したので、佐賀県補助金等交付規則及び

茶生産販売対策強化事業費補助金交付要綱の規定により関係書類を添えて実績を報告しま

す。 

 

記 

 

１ 実績報告書（様式第１号別紙１） 

 

 

（注１） 実績報告書は、交付申請書又は変更承認申請書から金額等に変更があった場合

は、変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に、変更後を下段に記載す

ること。 



 

 

様式第４号 

                           番       号  

令和 年 月  日  

 

 

  佐賀県知事 様 

 

 

申請者住所  

  団体名  

代表者氏名  

 

 

令和  年度茶生産販売対策強化事業費補助金交付請求書 

 

令和  年  月  日付け第  号で額の確定通知があった茶生産販売対策強化事業

費補助金として、下記金額を交付されるよう茶生産販売対策強化事業費補助金交付要綱の

規定により請求します。 

 

記 

 

 

請  求  額        金          円 

 

 
          【補助金振込先】 

金融機関名（支店名）  

口座種類  

口座番号  

フリガナ  

口座名義  

 

 

（注１）精算払で交付する場合の様式である。 



 

 

様式第５号 

                          番       号  

令和 年 月  日  

 

 

  佐賀県知事 様 

 

申請者住所  

  団体名  

代表者氏名  

 

 

令和  年度茶生産販売対策強化事業費補助金交付請求書 

 

令和  年  月  日付け  第  号で交付決定通知があった茶生産販売対策強化

事業費補助金として、下記金額を交付されるよう茶生産販売対策強化事業費補助金交付要

綱の規定により請求します。 

 

記 

 

請  求  額        金          円 

内訳 交付決定額 金          円 

                         交付済額    金          円  

                         今回請求額  金          円 

                            残額       金          円 

 

 
          【補助金振込先】 

金融機関名（支店名）  

口座種類  

口座番号  

フリガナ  

口座名義  

 

 

（注１）概算払で交付する場合の様式である。 

（注２）別紙３「請求額計算書」を添付すること。 



 

 

別紙３ 

請求額計算書 

 

区分 

事業費 

（円） 

県補助金 

（円） 

(A) 

既受領額 

（円） 

(B) 

今回請求額 

（円） 

(C) 

残 額 

（円） 

(A－(B+C)) 

事業完了

の有無 

備考 

茶生産力

強化対策 

①中切り更新園への石灰窒素材の施用        

②新改植時のセル苗導入        

③高品質茶生産に係る有機質等肥料の施用等        

茶加工体

制強化対

策 

④生葉の流動化による効率的な荒茶加工        

⑤効率的な荒茶加工による生葉摘採面積拡大        

⑥輸出茶専用工場設置支援        

茶産地強

化緊急対

策 

⑦凍霜害の影響緩和支援        

⑧枝条再生強化支援        

合計        

（注１） 事業完了確認に伴い、変更承認申請を要さない変更により、事業費等が変更となった場合は、補助金交付申請額（ ）で上段

に、変更後の額を下段に記載すること。 

（注２） 事業完了の有無の欄は、補助金交付請求書提出日までに事業完了確認（見込み含む）ができた場合には「○」を、確認できて

いない場合は「×」を記入すること。 



 

 

様式第６号 

  番       号  

令和 年 月  日  

 

 

  佐賀県知事 様 

 

 

申請者住所  

  団体名  

代表者氏名  

 

令和  年度茶生産販売対策強化事業費補助金に係る仕入控除税額報告書 

 

 令和  年  月  日付け  第  号で補助金交付決定の通知があった○○ 年度

茶生産販売対策強化事業費補助金について、茶生産販売対策強化事業費補助金交付要綱第

５条第３項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 佐賀県補助金等交付規則第１３条に基づく確定額 

（令和  年  月  日付け  第   号による

額の確定通知額） 

金        円 

２ 補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額 金        円 

３ 消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額 金        円 

４ 補助金返還相当額（３－２） 金        円 



 

 

様式第７号 

番      号  

令和 年 月 日  

 

 

  佐賀県知事  様 

 

 

申請者住所  

  団体名  

代表者氏名  

 

 

令和  年度茶生産販売対策強化事業の事業実施状況について 

 

 茶生産販売対策強化事業費補助金交付要綱第７条の規定に基づき、下記のとおり報告し

ます。 

 

記 

 

 

注 1 複数年にわたって継続した取組を実施した場合は、事業実施最終年度を「実施年度」として記載すること 

注 2 別紙の参考様式１号により環境負荷低減のクロスコンプライアンスの取り組み状況等を報告すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状 

事業実施年度 

（  年度） 

１年目 

（  年度） 

２年目 

（  年度） 

目標 

（  年度） 

（交付申請の

際に設定した

成果目標を記

入） 

    

達成していな

い場合の改善

方策 

 



 

 

様式第８号 
 

茶生産販売対策強化事業のうち茶産地強化緊急対策にかかる完了確認書 
 

事業実施主体名  

事業内容 

（必要に応じ事業量、

規格や構造等も記載） 

 

総事業費                      円 

補助事業に要した経費        円  うち県費補助金       円 

確認した書類名 

（□にレ点を記入） 

 

・□納品書（発注書） 

・□請求書 

・□領収書 

・□入出金伝票 

・□事業実施主体の通帳 

検査・確認日 令和        年        月        日 

検査所見 

 

 

 

□ 本事業の対象農地については、今回の凍霜害による被災を受け、茶生産量が２割以上減収

し、生産性の回復にかかる管理作業が適切に行われていることを現場や写真等により確認

しました。 

令和  年  月  日 

検査確認者  職名            氏名          

注 1 検査確認は、JA又は市町等が行うこと。 
 



 

 

参考様式１号 

 
環境負荷低減のクロスコンプライアンス チェックシート（農業経営体向け） 

 
受益者名         

団体名          

 

 

分類 番号 内容 

申請時（現状） 申請時（目標） １年目 ２年目 

（  年度） （  年度） （  年度） （  年度） 

（１） 

① 肥料の適正な保管 □ □ □ □ 

② 肥料の使用状況等の記録・保存に努める □ □ □ □ 

③ 作物特性やデータに基づく施肥設計を検討 □ □ □ □ 

④ 有機物の適正な施用による土づくりを検討 □ □ □ □ 

（２） 

⑤ 
病害虫・雑草が発生しにくい生産条件の整備

を検討 
□ □ □ □ 

⑥ 
病害虫・雑草の発生状況を把握した上で防除

の要否及びタイミングの判断に努める 
□ □ □ □ 

⑦ 
多様な防除方法（防除資材、使用方法）を

活用した防除を検討 
□ □ □ □ 

⑧ 農薬の適正な使用・保管 □ □ □ □ 

⑨ 農薬の使用状況等の記録・保存 □ □ □ □ 

（３） 

⑩ 
農機、ハウス等の電気・燃料の使用状況の記

録・保存に努める 
□ □ □ □ 

⑪ 
省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー

消費をしないように努める 
□ □ □ □ 

（４） ⑫ 悪臭・害虫の発生防止・低減に努める □ □ □ □ 

（５） ⑬ プラ等廃棄物の低減に努め、適正に処理 □ □ □ □ 

（６） 

⑭ 
病害虫・雑草の発生状況を把握した上で防除

の要否及びタイミングの判断に努める（再掲） 
□ □ □ □ 

⑮ 
多様な防除方法（防除資材、使用方法）を

活用した防除を検討（再掲） 
□ □ □ □ 

注）各項目のうち該当するものについて□欄に✓を、該当しない場合は□欄に／（斜線）を記入すること。 

参考：表の分類は下記による。 

（１）適正な施肥 

（２）適正な防除 

（３）エネルギーの節減 

（４）悪臭及び害虫の発生防止 

（５）廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分 

（６）生物多様性への悪影響の防止 

 


